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１．はじめに
　「増税なき財政再建」のかけ声が叫ばれたのはいつのことだろうか。それから「増税なき
（ゆえの）財政赤字」の道をたどって久しくなる。
　林宏昭氏（以下、筆者と略す）の『税と格差社会』は巨額の財政赤字を抱えているにもか
かわらず、政府の規模は世界的にみて小さいいわば特異な構造をもっている日本の財政を格
差社会というキーワードをもとに税の世界から考察してみようとする意欲作である。
　第 2節で本書の概要を紹介し、第 3節で評者（玉岡）による本書の評価を行うこととす
る。格差には所得格差、世代間格差、地域間格差など様々な種類のものがあり、筆者はこれ
ら様々な格差と税・財政との関わりを経済学・財政学の効率性・公平性、租税原則などの
非常にオーソドックスな道具を使って明らかにしていく。それ故非常に分かりやすい説明に
なっている。
２．本書の概要
　第 1章「格差は拡大しているか」は本書のイントロにあたる部分で格差とはそもそも何な
のか、格差の何が問題なのかという問題提起をしている。その上で『家計調査』を題材にジ
ニ係数を用いて格差の定義を行い、ここ20年間の格差の推移を見ている。給与所得者に関し
てはデータを用いた分析の結果、近年不平等が拡大傾向にあることを明らかにしている。さ
らに格差の対象としてストックの不平等、地域間の格差、世代間格差を『家計調査』『県民
経済計算』などのデータを用いて計測し、それぞれの格差の実態をみている。ストックの不
平等に関しては、年間収入と貯蓄がどれだけ高所得層に集中しているかをジニ係数でみる
と、フローとしての所得では高所得層に集中の度合いが高いことが分かるのに対し、貯蓄残
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高ではそれほど高くないことが分かった。地域間格差については一人当たり県民所得の変動
係数を求めることによって、2007年度よりも1990年度の方が地域間格差は大きかったことを
明らかにしているが、同時にこの背景には東京一人勝ちの状況が背景にあることも明らかに
している。世代間格差については、格差の定義そのものが困難であることを指摘した上で、
人口ピラミッドの劇的な変化が社会保障などの制度設計にも大きな影響を与えることを示唆
して、第 9章へつながることになる。
　第 2章「税は何のためにあるのか」では財政に求められる機能をマスグレイブの 3機能論
に依って説明し、それぞれの機能に税がどのように寄与しているかを述べ、国民経済におけ
る税の位置づけについて整理している。日本財政は政府支出を対GDP比で見る限り、30％
台とアメリカと共にOECD諸国の中では最も低い分類に入ることが分かるが、このことは同
時に税負担の対GDP比も低いことを意味している。数字の上からは日本は小さな政府であ
ることが自明だが、筆者は「支出が収入（国民負担）を上回っている状況で、支出を収入に
合わせるように圧縮するというのは本来の「大きな政府か小さな政府か」の議論とは別の議
論である。」（p.34）として、政府に何を求めるか、したがって政府はどのような仕事をす
べきか、それに見合うように税負担はどのような水準であるべきか、またその水準をどのよ
うに国民が負担し合うかという筆者の税のあり方についての基本的なスタンスを明らかにし
ている。次に望ましい税の条件については、公平・中立・簡素という現在標準的に用いられ
ている租税原則を挙げつつ、これらすべてを同時に満たすことは難しく、それぞれの原則間
のトレードオフを考慮しながら、特定の原則を重視し、別の原則を犠牲にするのであれば丁
寧な説明が必要であることを強調している。1980年代からの税制改革については"一億総中
流化"を背景に所得税の税率フラット化と消費税の導入、マル優制度の廃止、利子に対する
一律分離課税の導入などが行われたが、これら税制改革を行った同じロジックが格差が拡大
している現在にあてはまるかどうかは疑問であり、税負担と負担構造のあり方についてこれ
まで以上の分析と検討が必要であることを示している。
　第 3章「少子高齢化社会と所得税－控除で得する人、損する人」では所得税が控除という
仕組みを通じて所得階層間、家族間にどのような負担の相違をもたらしているかを説明し、
同時に現行制度の問題点を指摘している。最初に基礎、配偶者、扶養といった人的控除につ
いて説明し、人的控除は納税者の所得のうち担税力と見なさない部分であることを明らかに
している。次いで所得控除と税額控除についてその性格の違いをグラフを用いながらわかり
やすく解説している。所得控除は担税力の調整という側面から税負担の有り様を決めるもの
であるのに対して、税額控除にはそのような側面はない、「課税最低限を考慮したうえで各
納税者の担税力を測定し、それに見合う税負担を求めることは、所得税の本質である。」
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（p.62）という筆者の税額控除に対する基本的な態度が明らかにされている。配偶者控除を
めぐる議論では配偶者控除・配偶者特別控除制度をグラフを用いて丁寧に説明し、これら控
除制度が勤労へ与える影響について考察し、結論として社会全体の労働に対する阻害効果は
一般に考えられているよりもかなり限定的であることを示している。最後に給与所得控除を
個人単位課税か世帯課税単位かという視点から考察し、現行所得税制が夫婦間や世帯間の公
平性を達成していないことから、課税ベースに差をもたらしている給与所得控除の縮小を提
言している。
　第 4章「所得税の再分配効果」では日本の現行所得税制が財政の第 2の機能である所得再
分配の効果を持っているかどうかを検証している。最初に税負担配分の原則として応益原則
と応能原則の 2つがあることを説明し、応能原則にはさらに担税力の等しいものに等しい課
税をする水平的公平と担税力の高いものに高い負担を求める垂直的公平の 2つの基準があっ
て、所得税は後者を達成するのに適していることを述べている。更に所得税の課税後所得を
課税前所得と比較することによって相対的な所得格差が縮まることを説明した後で、国税庁
『税務統計から見た民間給与の実態』を用いながらサラリーマンのここ20数年の所得分配の
有り様、不平等度を検証している。ジニ係数で見ると不平等度が急激に上昇するのが2002年
以降であり、給与収入階級別に2000年と2008年の人員を比較すると年収400万円以下の給与
収入の低い階級での人員が増加する一方、400万円超の階級の人員が減少していることから
結果的にジニ係数の上昇につながっていることを述べている。これに対して所得税負担の構
造を次に検討し、所得税の負担構造は1990年から2006年、2007年にかけて各所得階層で下
がっていることを明らかにしている。次いで課税前後のジニ係数を用いて算出する再分配効
果を指標に所得税の再分配効果を計算し、1980年代後半から見ると、近年は所得税による再
分配の効果が弱くなっていることを示している。
　第 5章「格差社会と資産所得課税」では資産所得課税をめぐる現状と問題点を整理し、資
産所得課税が格差社会にもつ意味について考察している。最初に公平性と中立性という課税
に際して考慮すべき点が金融所得に対する課税の場合には経済成長との兼ね合いがあって非
常に難しい点を指摘した後で、マル優制度廃止の経緯について振り返っている。総合課税化
こそ実現できなかったものの、利子、株式の譲渡益に対して原則的に課税することになり、
当時から日本の税制が公平性を重視する方向へ舵を取るようになったことが述べられてい
る。次いで預貯金中心の資産構成から株式投資も重視する「貯蓄から投資」への動きについ
て触れ、株式の譲渡損を配当所得と通算することをはじめとする金融所得課税一元化への経
過を述べている。金融所得一体課税については、その背景として北欧諸国で導入されていた
二元的所得税の考え方があることを指摘し、金融所得に対する課税を資産選択に対して中立
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的なものにするためにはすべての金融資産からの所得を通算する必要があるが、株式投資に
よって大幅な損失が生じた場合でも損失分を政府が負担する必要があり、一般の理解は得ら
れないであろうと述べている。また家計の株式保有の動向について『国民経済計算』の20数
年分のデータを元に家計の金融資産に占める株式の割合は株式総額の動きとほぼ連動してい
ることを明らかにし、税制の変更が株式保有の動向に大きく影響を及ぼしてきたわけではな
いことを示している。本章の最後の部分で資産課税と格差社会の関係について触れている。
所得金額が5,000万円を超える納税者については資産性の所得が半分以上を占めており、そ
れらの所得には分離課税が適用されているので、所得税本来がもつ累進性の効果を発揮する
ことはできていない。ただしこれらの所得に高い税率を適用すると資産自体が海外に流出す
る恐れがあり、また仮に適用できたとしてもジニ係数の改善につながるほど再分配に効果を
発揮できないので、高所得者については再分配効果とは別に適切な負担水準について検討し
なければならないと結んでいる。
　第 6章「消費税の何が問題か」では消費税導入の経緯について述べた後、消費税に対して
①財政健全化、②社会保障財源、③地方財源として様々な期待が寄せられているとしている
が、これらすべての期待に応えるには無理であり、個々に検討していくことになる。社会保
障財源として消費税を考える場合、社会保障関係費をすべて賄うためには地方消費税、地方
交付税制度など現行制度を前提とすると財源として十分ではないこと、消費税の負担は消費
の規模に比例するので、家族数の多い世帯ほど消費税をより多く負担することになるが、
（社会保障という）受益が多いためにより多く負担するということが言えるのかどうか等を
正確に指摘している。地方財源として消費税を考えた場合、消費を課税ベースとすることか
ら税収の地域間での偏在が小さいことと、安定的な税収を確保できることが長所としてあげ
られるが、総消費税収の地方への配分を厚くするとき、それに見合って国から地方への補助
金を減らす必要が出てくるので、三位一体改革の時のように結果として税源移譲額よりも補
助金削減額が多くなるといった地方にとって不満の残る結果に終わることもある、税収増に
伴って地方交付税額が交付団体の場合減らされるが、国による地方の財源保障をどこまで実
施するかを検討しなければならないこと等を指摘している。消費税固有の問題として負担の
逆進性が挙げられ、逆進性を軽減する方策として、①非課税や軽減税率を用いる、②税額控
除や財政支出といった消費税の枠組み以外の仕組みを用いる、の 2つを挙げている。軽減税
率についてはどういう財・サービスに適用するかという根本的な問題があるにはせよ、いっ
たんうまく適用できると逆進性の軽減にある程度役立つことが述べられている。税額控除に
ついてはカナダの税額控除制度について説明し、財政支出による低所得層の負担緩和につい
てはシンガポールの例を説明している。消費税の今後については社会保障の財源とする場
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合、社会保障の受益と消費税負担とのつながりはないことから、むしろ目的税化したときの
使途の限定として他の歳出ではなく社会保障のみが安定的な財源の供給先としてふさわしい
かどうかの検討が必要であるとしている。また本書の格差という観点からは格差が拡大して
いるので消費税の引き上げをというのは論理矛盾を含んでおり、消費税増税で財源が増えた
場合、増えた財源でどのような支出を行うのかという観点が必要であるとしている。最後に
筆者は「消費税は、保育なども含めた広い意味での社会保障と、それだけではなく受益がで
きるだけ広く及ぶ財政支出を財源とするのが望ましいと考えている。」（p.148）と結んでい
る。
　第 7章「格差社会と企業課税」では企業の税負担水準のあり方について多面的に考察して
いる。法人所得の推移と実効税率についてまず見ており、ここ10年ほどは雇用者所得に対し
て法人所得の伸び率が高いことならびに実効税率はこの間下がってきてはいるものの先進国
の中では非常に高いこと、さらに対GDP比や対総税収比で見ると日本の法人所得課税の比
率はやはりかなり高いことを明らかにしている。また『税務統計』から見ると法人税は規模
の大きい企業によってその大半が支払われており、2009年では72％が欠損法人となっている
ことを示している。次いで地方税としての企業課税の状況について触れている。地方税の企
業課税としては、法人住民税、事業税の他に固定資産税のうち償却資産に対するものと事業
所税を対象としており、地方税収全体の中でこれらの占める比率が30％前後で推移している
ことをまず明らかにしている。地方税固有の原則の一つである税源の普遍性という点から日
本の地方企業課税を見た場合、法人所得を課税ベースとする税目について納税時の分割基準
が見直されてきているにも関わらず、人口一人あたりで見た税収では地域間の格差が生じて
いることが分かっている。望ましい企業課税のあり方については、法人実在説と法人擬制説
のどちらが本当であるかの決着はつかないとする一方、法人に対する課税は最終的には個人
の負担になるとしながらも、法人税の存在が前転や後転といった転嫁によって最終的にどの
ような効果を持つかを明らかにすることは難しい点を指摘している。これらの検討を踏まえ
た上で筆者は日本の法人課税の進むべき方向性について以下のような提言をしている。①全
体としての企業の税負担を引き下げることを視野に入れるべきである、②法人課税の引き下
げを実施するのであれば地方税を中心に検討すべきである、の 2つである。①については転
嫁が実際にどのようになるかは不明であるものの、前転・後転なり転嫁の実際の有り様に
よって企業そのものや個人の経済活動に多大なる影響を及ぼし、したがって経済全体の活動
を阻害することが明らかであるとしている。②については企業活動がその地方からの受益に
よって成り立っている以上、企業に税負担を求める合理性はあるものの、負担自身が他地域
の住民にも及ぶことから、税負担を大きくすべきではないとしている。残された課題として
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企業の公的負担を検討する際には税負担だけではなく、社会保障関係の雇用者負担も考慮し
なければならないこと、税負担の軽減にあたっては企業体家計という対立軸で考慮すべきで
はないこと、企業負担の軽減によって日本経済にどのようなプラス効果が出るかについて政
府も産業界も説明責任を負っていることを挙げている。
　第 8章「地域格差と住民負担」では地域間格差とそれに対応する住民の税負担の問題を
扱っている。冒頭部分で補助事業、単独事業を例に取りながら、地方税、地方交付税、国庫
支出金、地方債など地方が行う事業についての財源構成をそれぞれの財源の役割と共に説
明している。次いで県民所得に対する地方税収の比率が2007年度で全国平均10.3％、東京都
が12.4％で一人あたり県民所得の高い地域でこの比率が高くなっていることを確認すると共
に、県内総生産に占める「公務」の比率が1996年度の5.6％から2007年度の 6％へと上昇し
て公務サービスの拡大が行われたように見えるが、反面この間の民間経済の停滞を反映して
いることを指摘している。地域間の財政調整では地方交付税制度に代表される地方財政調整
制度がもつ地域間財源再分配の効果を見ている。一人あたり地方税収と一人あたり地方税
収、一人あたり地方譲与税、一人あたり地方交付税を合計した一人あたり一般財源額を比較
し、税収ベースでは東京、愛知などが上位 2位を占めるものの、一般財源ベースでは島根、
鳥取、高知などが上位 3位を占めており、全体として地方税の順位と一般財源の順位は逆転
することを示している。また一人あたり額のばらつきを示す変動係数で見ると、地方税が
0.3398、一般財源が0.2023と平準化が進んでいることが分かるが、上下の順位が入れ替わっ
ての値であることに注意が必要であるとしている。三位一体改革における税制改革では国か
ら地方への税源移譲は所得税から住民税への 3兆円のシフトであったことを税率表の図解を
載せながら解説している。課税所得の大小によって所得税・住民税合計の増減税が生じるこ
とが分かるが、筆者は地方税原則の安定性原則から住民税の比例税化によって安定性が増し
たことを評価している。ガソリン税をめぐる議論ではガソリン税の暫定税率廃止の影響を所
得階層間の負担軽減度、地方団体間への財源の影響度を見ながら考察している。ガソリン税
は環境へ与える影響から家計への負担という面からのみ考察するのは不十分であり、一般財
源化によって地域間への資金配分にも影響を与えるので慎重な考察が必要であることを示唆
している。地方財源均等化のための企業課税改革では現行地方企業課税制度が地域間の税収
格差をもたらしていることから、普遍性原則を満たすような企業課税制度を模索している。
その結果、所得型の付加価値を課税ベースとする所得型付加価値税が応益性原則を満たしか
つ税収の安定性をもたらすものとして導入の候補として位置づけられることになる。
　第 9章「「税と社会保障の一体改革」で格差は縮小するか」では政権交代後クローズアッ
プされた税と社会保障の一体改革論についての筆者の見解を明らかにしている。福祉サービ
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スと現金給付では社会保障を所得再分配の側面と公共財の供給という側面から検討してい
る。給付付き税額控除については先行研究に基づき、①勤労所得税額控除、②扶養児童に対
する税額控除、③社会保険料に対する控除、④消費税の逆進性に対する考慮の 4つに分類
し、給付付き税額控除を「負の所得税」の一種として把握している。そして給付付き税額控
除制度の問題点として、現行の生活保護制度との関連をどうするかという点、低所得者の所
得を現行の行政の仕組みを通じていかに把握し続けるかという点、世帯単位でこの制度を考
えないといけないので世帯所得に対する公平な税負担のあり方を考えないといけない点など
を挙げている。次いで社会保険料と税の関係では社会保険料控除制度の問題点を指摘してい
る。所得と共に増加する項目を課税最低限に含めるべきではなく、税と社会保障の一体的な
改革といった場合、社会保険料控除の見直しをすることも必要であることを述べている。
税・社会保障制度の共通番号では番号制の問題点だけではなく、メリットについても述べて
おり、番号制の導入によって国民に対してどのようなメリットが生じるかを丁寧に説明する
必要性について述べている。最後に近年の政府税調の役割の変化について述べ、所得控除か
ら税額控除への転換など所得税制度の根幹を左右するような案件は専門的な検討がもっとな
されるべきであったことを強調している。筆者がこの本を上梓するきっかけであると評者な
どは思っている。
　終章第10章「災害と税負担」では今回の震災と財政・税の関わりについて述べている。巨
額な財源が必要になる今回の復興のためには、後世代に負担を残さないためにもできるだけ
短期間での臨時的な税収確保が望ましいとし、所得税、法人税、消費税などを候補として考
慮した結果、消費税の活用が最も望ましいと結論づけている。消費税引き上げ分の税収は被
災地域に還元されると考えた方がよいとして本書を閉じている。
３．本書の評価
　本書は筆者がこれまで機会あるごとに述べてきた、また温めてきた日本税制の今後のあり
方についての一つの回答書である。税負担は誰しも嫌がるものであり、得てして税制改革に
よって誰がどれだけ得をした誰がどれだけ損をしたという側面のみが特にマスコミを中心に
取り上げられるが、そもそも政府活動は何のために必要か、その政府活動を支えるために活
動源である税はどれほど必要か、その税を誰がどのように負担していくかを、日本社会の今
後の方向性を視野に入れながら学問的に考えるのが必要であるというのが筆者がこの本を書
いたきっかけであると思っている。以下、本書全体の評価についてまず述べ、その次に個々
の論点について述べる。最後は望蜀感で締めくくる。
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　はしがきで筆者が述べているように97年の消費税率引き上げ以降、税制改革についてのシ
ミュレーションや実証分析を含めた客観的な分析とそれに基づく議論が不足している。筆者
は公表されている入手が容易なデータを用いて現在の日本税制が家計や企業、さらには地方
団体にどのような負担や歳入構造、したがってそれに基づく行動を促しているのかを検証し
ている。データに基づく分析はまず表に整理し、表をグラフにしてといった基本的な作業が
必要だが、この基本的な作業だけで実は多くの事実が発見できることを本書は示している。
例えば国税庁『税務統計から見た民間給与の実態』を用いた図 4 – 4 では2000年と2008年の
給与収入の分布を示しているが、ジニ係数が上昇する原因を推察できるようになっている。
ここから図 4 – 5 の平均給与収入額の推移と平均負担率のグラフへと自然とつながっていく
ことになる。公表されている入手が容易なデータを用いることにより、読者はそれらのデー
タを用いて追試を行ったり、果ては新たな発想を得てより幅広いテーマの分析を行ったりす
ることが出来る。本書が対象とする読者層は税に興味のある一般の方、税を勉強している大
学生、更には研究者など様々であると思うが、特に税を勉強している学生にとっては本書の
分析スタイルは大変参考になると思われる。
　本書では日本の政府の規模は世界的に見て小さい部類に属すること、にもかかわらず歳出
を賄うのに税収がはるかに足りていないこと、その中で所得階層間、世代間、地域間で格差
が拡大しているという現状を正確に認識している。その上で税収が足りないから増税という
ことではなく、政府のあるべき姿を考え、民間では出来ないどのような仕事を政府が担うの
かを考慮し、そのためにどのような財源の税がどれだけ必要で税の負担を国民並びに企業で
どのように支え合うのがよいかを経済学、財政学の基本的なツールを用いて分析するという
極めてオーソドックスながら正道のスタイルを取っている。公平・中立・簡素といった税の
基本原則や効率性・公平性といった経済学の基本ツールを用いて個々の税目やそれとの関連
での格差社会を分析している。
　本書でたびたび「担税力」という用語、概念が出てくる。所得税額を算出する際に税をよ
り多く負担する能力のある者には税を負担してもらい、負担する能力のない者には負担して
もらわないという考え方で、所得控除制度をはじめとする各種の控除制度によってこれまで
実現されてきたものである。垂直的公平性を実現するものとしてこれまで日本でも採用され
てきた考え方であり、控除の水準をどうするかは税制に対する時の政権（税調）の考え方を
ストレートに反映するものであった。ところが近年一転して、所得控除から税額控除へとい
う流れが急速に起こってきた。十分な議論を経ず、欧米で採用されているからという理由だ
けで導入に関して拙速な動きが起こっている。筆者はこのような立場には与せず、引用の繰
り返しになるが「課税最低限を考慮したうえで各納税者の担税力を測定し、それに見合う税
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負担を求めることは、所得税の本質である」（p.62）とし、税額控除制度の議論について個
人課税から世帯課税への変換のもつ意味も含めてより一層の慎重な議論を求めている。
　最終章で震災復興財源の候補として筆者は消費税を挙げている。消費税の増税は被災地に
も負担を及ぼすことから復興財源として最初から考慮されない嫌いがある。筆者は被災地の
事業者については税率を 5％のまま据え置くことを考えている。現在の消費税・地方消費税
の仕組みから特定地域のみ違う税率を設定することは、実務上超えなければならないハード
ルはあるものの十分可能であり、工夫次第では被災地での消費が活性化することにつなが
り、復興に寄与するものである。評者もまったく同意見であり、より広く議論・検討される
ことを期待するものである。
　さて最後に評者から見て本書に望まれる点を書いて筆を置くことにする。まずは形式的な
ことから。巻末に参考文献が掲げてあるが、本書のどこに参考文献を参照したかが明白では
ない。啓蒙書としての性格も持っていることから厳密に論文のように引用する必要はない
が、はしがきのあたりで「巻末に掲げてある参考文献は本書を執筆するにあたり参考にした
文献である。一々紹介はしないが、興味のある読者は参照されたい。」との一言があっても
よかったと思う。また本書が格差社会をキーワードとしているため、そもそも格差社会と
余りそぐわないテーマを格差社会と結びつけて書いた章もある。例えば第 7章がその一例
で、企業と格差社会の関係は必ずしも明らかではない。もっとも冒頭部分で筆者自身このこ
とを意識しており、企業課税を税制全体の中から捨象する訳にはいかないので、税負担に絡
めて企業間格差なるものを書いていたらよかったのではと思う。さらに筆者のスタイルであ
ると思うが、問題によっては明確な答え、指針を出しているところもあれば、問題点を列挙
して考察すべき点を挙げるだけで終わっているところもある。例えば第 9章で税と社会保障
の一体改革で格差は縮小するかとなっており、読者は縮小するかしないかに関心があるにも
かかわらず、縮小するかどうかについての結論は明確ではない。
　本書の末尾の部分で「後世代に対して負担を残さない」（p.233）という表現を用いて国債
発行が後世代に及ぼす影響について触れている。筆者のみならずあらゆる方が国債発行の後
世代への負担について言及しているが、どのような形で負担を残すのかは必ずしも明らかで
はない。国債償還のために増税を行うのであればともかく、過去の日本財政においては借り
換えによって増税という形での負担は「後世代」には押しつけられてこなかった。もちろん
増税という形ではない負担は過去の公債負担論にあるようにあり得るが、後世代への負担が
何を意味するかは筆者を始め（もちろん評者も）学界全体でもっと詳細な議論が必要である
と思われる。
　もっともここで書いたことは無い物ねだりの感が強く、これらをもって本書の価値はいさ
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さかも損なわれることはない。本書が税に興味のある方はもちろん興味を持とうとしている
方、自治体の方、政治家の方、官僚の方をはじめとする政策形成にかかわる方、学生の方を
はじめ一人でも多くの方に読まれることを希望する。そして格差社会、高齢社会における今
後の税のあり方について自分の頭で考えることが出来るようになれば筆者の喜びとなるのは
間違いないと思われる。
（日本経済新聞出版社、2011年 7 月刊、B 6 版、x+240ページ、（本体価格）1,900円）
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